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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　フィリピン共和国政府は、国家開発計画『フィリピン2000』のなかで、経済自立促進、経済基

盤強化及び産業発展と民生の向上を両立させ、西暦2000年までに新興工業国の仲間入りをめざし

ており、特に計画実現の鍵となるソフトウェア産業の活性化と、国際競争力の強化に力を注いで

います。

　その一環としてフィリピン共和国政府は、同産業の振興に資するため、国立コンピュータセン

ターの傘下に「ソフトウェア開発研修所」を設置することを計画し、1993年４月に我が国にプロ

ジェクト方式技術協力を要請してきました。

　この要請を受けて我が国政府は、国際協力事業団（JICA）を通じて1994年４月に事前調査団を

派遣し、要請の背景、計画の妥当性、協力の規模等を調査し、その後さらに協力内容の詳細を詰

めるための長期調査員の派遣を経て、同年11月に実施協議調査団を派遣して討議議事録（Record

of Discussions）の署名、交換を行いました。

　本件プロジェクトは、同討議議事録に基づき、1995年１月から５年間にわたり技術協力を実施

中です。

　今般、プロジェクト開始後、既に約３年半が経過し、通常のスケジュールで行けば、約１年後

には終了時評価を実施する予定であるところ、右評価に向けてこれまでのプロジェクトの活動、成

果等の実績を可能な限りPCM手法及び評価５項目に沿った形で整理するとともに、現在の技術移

転の進捗状況を勘案した上で、残りの協力期間の協力計画を検討・確認することを目的として平

成10年７月15日より７月23日まで運営指導チームを派遣しました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに本調査団の派遣に関し、ご協力頂いた日本・フィリピン両国の関係各位に対し深甚の謝

意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

　平成10年８月
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第１　運営指導チーム派遣の概要第１　運営指導チーム派遣の概要第１　運営指導チーム派遣の概要第１　運営指導チーム派遣の概要第１　運営指導チーム派遣の概要

１－１　運営指導チーム派遣の経緯と目的

　フィリピン国政府（以下、比国と略す）は、ラモス政権下において、「フィリピン2000」という

開発計画を策定し、2000年までに新興工業国（NIES）の仲間入りをめざしており、右計画実現の

鍵となる戦略として「情報化（情報の最大活用：Maximum use of Information）」を掲げている。

また、これに呼応する形で、1989年に作成された比国の国家情報化計画（National Information

Technology Plan: NITP）も1993年にNITP2000として改訂されている。

　NITP2000は、(1) 情報技術の利用促進、(2) 情報産業の育成を通じて、比国内の全セクターの

情報化を図ることをめざしているが、そのために情報処理技術（Informationa Technology: IT）に

携わる人材をレベルアップするための教育、トレーニングの実施を不可欠としている。

　係る状況下、比国政府は、1993年５月、大統領府に属する国家コンピュータセンター（National

Computer Center: NCC）の中に「フィリピンソフトウェア開発研修所（PSDI）」を設立し、高

度な ITを必要とする情報処理技術者を対象に、研修コースを開設し、もって比国の情報処理技術

者のレベルアップを図ることを目的として、我が国に対しプロジェクト方式技術協力を要請越し

た。

　同要請を受けて、我が国政府は、国際協力事業団（JICA）を通じて、1994年４月に事前調査団

を、続いて同年10月に長期調査員をそれぞれ派遣し、協力内容について、比国と協議した。最終

的には同年11月に実施協議調査団を派遣し、討議議事録（R/D）の署名・交換を行い、同討議議

事録に基づき、情報処理技術者を対象とした高度な情報処理教育・研修プログラムを開発するた

めのインストラクターなどの人材育成を目的とした５年間（協力期間：1995年１月１日～2000年

12月 31日）にわたる技術協力を開始した。

　今般、プロジェクト開始後、既に約３年半が経過し、通常のスケジュールで行けば、約１年後

には終了時評価を実施する予定であるところ、右評価に向けてこれまでのプロジェクトの活動、成

果等の実績を可能な限りPCM手法及び評価５項目に沿った形で整理するとともに、現在の技術移

転の進捗状況を勘案した上で、残りの協力期間の協力計画を検討・確認することを目的として運

営指導チーム（以下「チーム」という）を派遣した。

１－２　調査・確認事項

　本運営指導では、以下の点を中心に調査・検討・指導し、結果をミニッツに取りまとめた。

(1) 比側の運営管理体制（予算措置、C/P配置状況及び計画等）

(2) これまでのプロジェクト活動の進捗状況

(3) 技術移転の達成度を測る評価指標及び評価方法

(4) 残りの期間の協力計画（必要となる活動及び投入）
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１－３　運営指導チームの構成

１－４　運営指導日程

NCC: National Computer Center

NEDA: National Economic and Development Authority

BPSTC: Bureau of Product Standards Testing Center

BPS: Bureau of Product Standards

担当業務 氏　　名 所　　　属

総　　括 山下　　誠
国際協力事業団　鉱工業開発協力部
鉱工業開発協力第一課　課長代理

研修・機材計画 池田　　稔
株式会社　富士通ラーニングメディア
研修事業部　部長

運営管理 野田　英夫
国際協力事業団　鉱工業開発協力部
鉱工業開発協力第一課　職員

日順 月　日 曜日 行　　　程
１ ７月15日 水 東京発（JL741）

マニラ着
JICA事務所打合せ
専門家との打合せ（１）

２ ７月16日 木 NCC表敬
NCCとの協議（１）（調査団派遣の目的、日程確認）
プロジェクトサイト視察
専門家との打合せ（２）

団　　　長 団員（研修・機材計画、運営管理）
専門家との打合せ（３）

３ ７月17日 金

プロジェクトダイレクター
へのインタビュー

４ ７月18日 土 資料整理
５ ７月19日 日 資料整理
６ ７月20日 月 NCCとの協議（２）
７ ７月21日 火 NCCとの協議（３）（ミニッツ案協議）
８ ７月22日 水 合同調整委員会

ミニッツ署名・交換
C/Pによる模擬講義視察

団　　　長 団員（研修・機材計画、運営管理）９ ７月23日 木
金型技術向上プロジェクト訪問
BPSTC訪問

マニラ発（JL742）

10 ７月24日 金 BPS訪問
マニラ発（JL742）
東京着
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１－５　主要面談者

(1) フィリピン側

１）国立コンピュータセンター（National Computer Center: NCC）

　Ms. Cynthia Topacio Acting Managing Director

　Ms. Juli Ana Sudario Director, Directorate for IT Manpower Development

(DITMAN)

　Ms. Ma. Lourdes Aquilizan Head, Curriculum Development Management

Group, DITMAN

　Mr. Isagani Osio Head, PSDI Facilities Management Task Force,

DITMAN

２）国家経済開発庁（National Economic Development Authority: NEDA）

　Ms. Judith Gondra Senior Economic Development Specialist (EDS),

Project Monitoring Staff

　Ms. Glory Natnat EDS 1, Project Monitoring Staff

３）フィリピンソフトウェア協会（Philippine Software Association: PSA）

　Mr. Rizalino Gerardo Favila Director

(2) 日本側

１）フィリピンソフトウェア開発研修所プロジェクト長期専門家

　壺川　秋広 チーフアドバイザー

　田坂　　厚 業務調整員

　中垣　　勝 カリキュラム設計開発

　林　　浩典 コンピュータネットワーク

　新垣　友賢 オープンシステム（データベース設計管理）

２）JICAフィリピン事務所

　後藤　　洋 所長

　黒柳　俊之 次長

　中村　　明 業務班長

　中澤　　哉 所員
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第２　調査第２　調査第２　調査第２　調査第２　調査・・・・・協議結果協議結果協議結果協議結果協議結果

２－１　調査・協議事項

第１　基本事項

第２　プロジェ
クトの基本概念
（基本計画）の再
確認

第３　これまで
の実績の確認と
今後の協力計画
の策定・見直し

・プロジェクト目標は「高いレベルの
IT教育／研修プログラムがPSDIで提
供される」である。

・現在終了時評価報告書の添付資料を
念頭に置いて、過去の調査団派遣時や
プロジェクトで独自に作成した資料を
基に、専門家チームで１～３の資料を
作成中である。
(1) 日・比による投入（実績及び計画）
　１）専門家派遣
　２）研修員受入れ
　３）機材供与
　４）予算措置
　５）C/Pの配置
　６）機材の措置・維持管理
(2) 技術移転の進捗状況及び今後の計
画の確認
１）以下の計画管理表等及び専門家
からのヒアリングによる把握

　①技術協力計画（TCP）
　②活動計画（PO）
　③暫定実施計画（TSI）

・チームから、プロジェク
ト（専門家及び C/P）に対
し、以下の点を説明する。
(1) チームの派遣目的
(2) 昨今のプロジェクトを
取り巻く環境の変化
(3) 評価及びモニタリング
の方法
(4) PDM、TCP、PO等の
計画管理表

・プロジェクト目標が達成
された具体的な状態は、プ
ロジェクトの協力期間終了
時点で「PSDI（のC/P）が、
ニーズに対応した新しい研
修コースを計画（開発）し、
運営（実施）する能力を備
えている」状態であること
を確認する。

・左記資料を、チームとし
て、特に予算面及びプロ
ジェクトの自立発展性を念
頭に置いて内容を吟味の
上、最終的に比側と確認・合
意する。
　特に左記(2)の計画管理
表のうち、TSI及びTCPに
ついては、要すれば既存の
ものを見直すとともに、未
作成の POについては可能
な限りチーム滞在期間中に
作成することとする。なお、
右が困難な場合は、期限を
区切って、プロジェクトか
ら素案を本邦宛送付するよ
うアレンジすることとす
る。

・左記(1)～(4)の概略を説
明するとともに、特に(3)に
ついては来年度（1999年）予
定される終了時評価の時
期、構成員、評価の方法及
び期間を、他案件の事例を
参考に説明し、M/Dに記載
した。

・プロジェクト目標が達成
された具体的な状態を「４
つの研修コースを新設する
こと」として、右コース開
発に必要な技術を移転する
というかたちで実施されて
いたので、今後、終了時評
価を念頭に置いて、PDM、
評価５項目並びに TCPに
基づいた評価がプロジェク
ト主体でできるように技術
移転を進めてほしい旨依頼
し、プロジェクトの了解を
得た。

・専門家チームより左記(1)
～(3)を取りまとめた資料
を、また、比側より実績を
まとめたインテリムレポー
トを入手した。
　左記(1)の資料を確認し、
結果M/Dに記載した。
　左記(2)及び(3)の資料の
うち、計画管理表について
は、プロジェクトで協議の
上、８月末までに本邦宛送
付するように依頼し、その
旨M/Dに記載し、TSI、TCP
並びにPDMは暫定版をM/
Dに添付した。
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　２）具体的な成果品（指標）
　①研修コース
　②テキスト・マニュアル
　③その他（下記(3)参照）
(3) PDM
　１）指標等の確認

　また左記(3)については、
４つの研修コースの開発を
もって、新たなニーズに対
応しうる研修コースを今後
開設しうると言える裏づけ
となる指標があるかどうか
を確認する。
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２－２　調査・協議結果

　本件チームは、平成 10 年７月 15 日より７月23 日まで比国に滞在し、主に長期専門家及び

National Computer Center (NCC)との間で、本件事業の技術協力計画の達成状況を把握した上

で、今後の技術協力計画を見直すとともに、約１年後に予定されている終了時評価及び１年半後

のプロジェクト協力期間終了を念頭に置いて今後の準備作業などを確認すべく、調査・協議を実

施した。

　最終的には、上記協議内容をミニッツとして取りまとめ、７月22日午前、ケソン市内のNCCで

我が方団長山下誠と比側トパシオNCC長官代行との間で署名・交換を行った。

　署名・交換されたミニッツの概要は以下のとおり。

(1) 一般的な事項

１）日本のODAの現状

　（行財政改革の枠組みの中で）ODAが、1998年度から今後最低３か年の間、削減を見込

まれており、プロジェクト実施（投入）に関し、効率性及び目標達成度をより吟味すること

が求められている旨を説明し、比側の理解を得た。

２）終了時評価

　比側に以下のとおり終了時評価の手順を説明した。

①時期

　プロジェクト終了の約６か月前に実施する。

　ただし、延長しない場合、評価時に可能な限り多くの指標が得られるよう、終了の２～

３か月前に実施することもあり得る。

　今後の具体的な手順については、口頭にて説明した上で、正式には追ってフィリピン事

務所経由で通知する。

②構成員

　評価の公正性を確保するため、日本側評価調査団には JICAが雇用した（評価専門の)

コンサルタントが通常の官ベースの調査団員に加えて参加すること、比側評価調査団は、

本プロジェクトと直接関係ない人間（例：NEDA、DTI、NCCの他の部局）から構成さ

れるべきである。

③評価の方法及び期間

(a) コンサルタントが、日本側の官ベースの調査団の派遣に先立つこと１週間から10日

前に派遣され、インタビューやアンケート等を通じ、今回説明した評価グリッドを作成

する。

(b) なお、評価作業は PDMに基づき、評価５項目に沿って実施される。
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(c) その後、官ベースの調査団が合流し、２週間弱ぐらいの日程で、評価グリッドなど

をベースに合同評価報告書を日・比双方で取りまとめる。

(2) Information Technology (IT)に対する比政府の政策

　昨今の比政府の IT政策を以下のとおり確認した。

１）1994年７月の「国家情報化計画2000（NITP2000）」の発表以降、ITのめざましい進歩も

あり、比政府も右を見直し、1997年10月、国家 IT協議会（NITC）が「21世紀に向けた国

家情報化計画（IT21）」を策定し、1998年２月、右をラモス前大統領が発表した。

２）エストラーダ政権においても、右が継承される見込みである。

３）最近、NITCの再編成があり、（以前は大統領府長官が議長だったものが、より実際的に

なり）科学技術省長官が議長、NEDA長官及び民間企業代表が共同議長に指名され、NCC

を始め、産業貿易省、運輸通信省、高等教育委員会等、10以上の官民の組織の代表から構

成されることとなった。

４）７月23日にエストラーダ政権になって初めてのNITCが開催される予定のところ、右を

含め、今後、NITCの議事について逐次専門家チームに報告するよう依頼し、比側の同意を

得た。

(3) National Computer Center (NCC)

１）組織

　組織的には、大幅な変更がないことを確認した。

２）人員配置

①構成

　NCCの人員は、技術職及び事務職の２職種に大別されることを確認した。

②平均在職年数

　技術職、特に若手職員は１～２年しか在職しないこと、事務職は15年以上在職するこ

とを確認した。

　なお、技術職の早期離職理由としては、（後述の）官民給与格差にある。

③給与

　他の政府機関同様、政府の給与政策に沿っているため、（大学）新卒者の給与は月額

9,000ペソと民間と遜色ないものの、在職後３～５年でその格差が３倍になること、その

後、在職年数が増えるほど、その格差が拡大することを確認した。

　右が長官を始めとする管理職の採用を困難としている原因である。



－8－

３）予算

①予算要求及び自己収入の使用

(a) NCCは大統領府の傘下にあるものの、予算要求は予算管理省（DBM）とNCC間で

直接実施される。

(b) NCCが（研修等により）得た収入は年度末に国庫に返納されるが、事前にDBMに

対し使用申請を発出し、右が認められれば収入の約70％を機材購入費などの事業費（人

件費への充当は制度上認められていない）に使用できる。

(c) 現在のところ、NCC内で研修を実施しているのは、National Computer Institute

(NCI)及び本プロジェクトの実施機関であるPhilippine Software Institute (PSDI)の

２機関であるが、前者の収入に関してのみ、上記(b)のとおり還付請求が実施されてい

る。右は、PSDIの研修経費がほぼ国費でまかなわれている理由からである。

②予算及び決算

(a) 1997年以前

　予算どおり経費が配賦され、流用も認められていた。

(b) 1998年

　通貨危機の影響から、給与を除く経常経費が25％削減され、流用も禁じられている。

　また、現在、暫定予算のため、経費の配賦が四半期ごとではなく月ごとに実施されて

いる。このため、建設費などについては請求のある都度、DBMに資金請求する方式を

採らざるを得ず、右払い出しに１か月以上を要しているため、徐々に事業に影響が出始

めている。

(c) 1999年

　DBMとの間で協議が実施され、要求額の半分しか認められなかったため、復活要求

中である。

４）現在の活動

　現在の活動が記載されているレポートを入手した。転職による人材難に苛まれながらも、

種々の活動を実施していることを確認した。

(4) プロジェクト（PSDI）

１）インテリムレポート

　比側より、これまでの活動を非常にうまく取りまとめたインテリムレポートを提出越し

た。

２）組織

　昨年の調査団の提言に基づき、1998年３月から、機器管理については部局の枠を超える
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タスクフォースが編成されているのを確認した。

３）人員配置

　カウンターパート（C/P）の転職・異動が把握できるような管理表を作成した。

　また、チームより、C/Pの転職・異動及び人員不足への対策として以下を提案し、比側も

右提案を含め真剣に対応することを約束した。

①技術移転内容の文書化

②２名が同時に転職・異動するのは稀なため、必ず２名以上で技術移転を行うようにする。

なお、上記タスクフォースが右方針の是非を占う試金石となる。

③NCC職員のOB会の設置

４）予算

　前述(3)のNCCの予算の項に記載のとおり非常に厳しい状況にあることを確認した。こ

れに対し、調査団より以下のとおりコメントした。

①現行の比国の経済状況を勘案すると、プロジェクトの予算の保留・削減は止むを得ないと

判断される。

②しかし、ITはその性格上進歩するため、バージョンアップやメンテナンスのための十分

な予算が措置されないと、容易に機器が陳腐化してしまう。

③さらに、日本側としても多額の機器を供与していることもあり、上記状況にもかかわら

ず、プロジェクト終了後も含め、少なくとも（陳腐化を防ぐ）最低限の予算・人員の配置

をお願いしたい。

５）プロジェクトの活動のレビュー

①日本側投入（投入実績については後述）

　これまでの日本側の投入を確認した。

　このうち、チームより、研修員の受入れについて、R/Dにも記載されているとおり（全

員が研修に参加できるわけではないので）研修で得た知識を共有することが肝要であると

ころ、帰国報告会を実施するよう依頼した。

　これに対し、比側は（右を多とし）、日本での研修内容を利用した「エコートレーニン

グ（研修内容を PDSIで再現した研修コース）」の実施も検討する旨の発言もあった。

②比側投入（投入実績については後述）

　これまでの比側の投入を確認した。

　チームは、機器保守に関し、比側が年間1,200万円を負担していることを確認し、右を

評価するとともに、予算が厳しくとも今後も継続するよう依頼した。

③技術移転の進捗状況

　日・比双方は、長期専門家の報告及び目標であった４つの研修コースの新規開設に既に
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実施されているという事実から、C/Pの転職・異動及び右による人材難にもかかわらず、

技術移転は順調に実施されていることを確認した。

６）プロジェクトの今後の活動

①基本方針

　チームより、プロジェクト期間終了に向けた活動の基本方針を以下のとおり説明した。

(a) PDM及び評価５項目の導入に伴い、プロジェクトの自立発展性がより重視されるよ

うになっている。

(b) 右自立発展性は、技術、組織、財政面から判断されるものであり、終了時評価にお

いて係る観点からプロジェクトの成否を評価することになる。

(c) 本プロジェクトの場合、技術移転はほぼ完了し、今後はC/P及び長期専門家とも、将

来の転職・異動及び右による人材難を念頭において、移転された技術の定着及び応用に

専心すべきである。右により技術面の自立発展性が担保される。

(d) ４つの研修コースに関して言えば、既に新設され、複数回実施されているが、最近、

参加者が減少しているので、昨今の通貨危機以外の影響がないかどうか、吟味すること

も必要である。

(e) また、（移転された技術の応用・定着を図るという観点から）他の分野のカリキュラ

ム開発を主に短期専門家派遣や教材提供という形で支援することも可能である。

　ただし、長期専門家については、今後、技術移転する項目がない場合は、プロジェク

ト終了まで全員が滞在する必要はないと判断される。

(f) さらに、PSDIの新コースの開設やNCIの研修コースの見直しも、技術面の自立発

展を支援するための手段と見なしうる。

(g) 組織及び財政面の自室発展に関しては、比側は、今回のチームよりの提言（(4)-3)

及び5)、並びに(4)-7)-②～④）も踏まえ、長期専門家とも協議の上、対応を具体化す

べきである。

②活動計画

　上記方針を踏まえ、チームより、C/P及び長期専門家に対し、以下を実施するように依

頼した。

(a) モニタリング

　今次協議を基にPDMの改訂を実施したものの、時間の制約もあり、指標については

大まかな検証しか実施し得なかった。

　今回説明した評価手法を基にC/P及び長期専門家がプレ評価を実施し、1998年末まで

に事務所経由で本部に結果を提出する。また、必要に応じ、その際にPDMも見直す。
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(b) 計画

　プロジェクトの自立発展性をより確実なものとするため、C/Pと長期専門家はより綿

密に以下の項目について協議し、できれば1998年８月末までに事務所経由で本部に結

果を提出する。ただし、効率を念頭において、案段階のものを事前送付することやでき

たものから送付するほうが望ましい。

(ｱ) 活動計画（PO）

(ｲ) 年間活動計画及び右の詳細説明書（各活動に必要な投入、活動及び投入の必要性を

説明したもの）

(ｳ) （見直した）技術協力計画（TCP）

(ｴ) （見直した）技術移転進捗状況モニターシート

７）その他の事項

①プロジェクト終了後の PSDIの存続

　比側より、PSDIの職員は正規職員であるため、プロジェクト期間終了後も雇用には影

響ないので、組織的な機能としては PSDIが存続すること、ただし、将来、NCC全体の

改編の中で、PSDIの名称の変更もあり得ることを確認した。

　これに対し、チームより、可能であれば名称変更をしない方が望ましいが、重要なのは

（本プロジェクトの成果である）機能が喪失しないことである旨、発言した。

②現行の通貨危機へ対応

　チームより、現行のASEANの通貨危機に対する日本政府の対応を以下のとおり説明し

た。

(a) 累次説明のとおり、プロジェクトの自立発展性を確保するとの観点から、ローカル

コスト支援はプロジェクトの進行に伴い減ぜられるのが原則である。

(b) しかしながら、今般の通貨危機は、想像を超えており、予期したり、（未然に）管理

できたものとは考えられないので、例外的なケースと判断し、ローカルコスト支援を拡

大することにした。本プロジェクトの場合も、今次通貨危機による予算削減の影響もあ

り研修コースの参加者が減少しているので、右支援の対象となりうると考えられる。

　この説明に対し、比側より研修コース支援（5,000ドル）及び教材提供（1,000ドル）

の要望があったが、これに対しては、チームより、上記(4)-6)-②の計画策定の中で、

C/Pと長期専門家が十分協議した上で、要請してほしい旨、発言した。

③技術交換事業

　チームより、技術交換事業のスキームを説明し、特にプロジェクトの自立発展性をいか

に確保しているかということを意見交換するため、（日・比　コンピュータ技術学院プロ

ジェクトを対象として例示しつつ）その実施を上記(4)-6)-②の計画策定の中で、C/Pと
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長期専門家が十分協議し、要請してほしい旨、発言した。

④広報

　チームより、プロジェクトの自立発展性を確保するとの観点から、C/P及び長期専門家

が共同で、より積極的な広報を展開するよう提言した。

　具体的には、例えば、NCC本部やNCCミンダナオ支局等外部でのセミナーを実施する

とともに、右にあわせ有力紙の紙面買い取りやパンフレットの作成・配布を実施すること

を提言した。

　本件についても、その実施を上記(4)-6)-②の計画策定の中で、C/Pと長期専門家が十

分協議し、要請してほしい旨、発言した。

（日・比による投入実績）

(1) 日本側

１）専門家派遣

①長期専門家

（1995～ 97年度実績）（現在５名派遣中）

(a) チーフアドバイザー 横井　俊夫 95/07/01-97/06/30

壺川　秋広 97/08/20-99/08/19

(b) 業務調整 田坂　　厚 95/02/15-99/02/14

(c) カリキュラム設計開発 菅野　智博 95/05/29-97/05/28

中垣　　勝 97/05/23-99/05/22

(d) オープンシステム（データベース設計） 石川　　周 95/09/01-97/08/31

新垣　友賢 97/08/22-99/08/21

(e) コンピュータネットワーク 林　　浩典 95/09/01-99/08/31

②短期専門家

（1995～ 97年度実績）（計３名）

(a) メディア教材開発 君島　　浩 97/01/14-97/01/22

(b) インターネットシステム分析と設計方法論

武藤　佳恭 97/03/30-97/04/06

(c) 遠隔教育技術 武藤　佳恭 98/01/28-98/02/03

２）研修員受入れ

（1995～ 97年度実績）（計９名、視察の２名を除く）

①カリキュラム設計開発 Maria Lourdes P. Aquilizan 95/10/12-95/11/11

②データコミュニケーション Manuel Odilion P. Forts 95/10/12-95/11/11
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③オープンシステム Alvic C. Cruz 95/10/12-95/11/11

④UNIXデータベースシステム設計開発 Carlito. C. Dejesus 96/05/30-96/10/07

⑤情報処理システム分析・設計技術 Danilo F. Cerlillo 96/10/07-97/02/10

⑥情報処理要員養成パソコン専任インストラクター

Rober C. Lacsa 96/10/03-97/03/23

⑦ネットワーク技術者 Mendoza Noel Enriquez 97/07/10-97/11/21

⑧クライアント・サーバシステム設計者

Ocampo Lorena Larava 97/10/02-98/03/26

⑨情報処理技術インストラクター Clemente Natividad 97/10/08-98/03/22

（1998年度）（現在までの実績１名）

⑩クライアント・サーバシステム設計者 Grace T. Amberong 98/04/16-98/06/20

３）機材供与

①94年度実績 UNIXサーバ、PCワークステーション等 総額    965 千円

②95年度実績 UNIXサーバ、PCワークステーション等 総額228,523 千円

③96年度実績 ソフトウェア、周辺機器等 総額 44,047 千円

④97年度実績 既供与機材のバージョンアップ及び 総額 37,740 千円

研修コースの開発のための参考機材

４）ローカルコスト支援

①94年度実績   104千円

②95年度実績 4,229千円

③96年度実績 5,600千円

④97年度実績 3,954千円

(2) 比側

１）予算措置

①95年度実績  3,055千ペソ

②96年度実績  3,548千ペソ

③97年度実績 10,050千ペソ

④98年度実績（見込み） 12,441千ペソ

２）人員配置

①95年度実績 19人

②96年度実績 48人

③97年度実績 54人

④98年度実績（見込み） 52人
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第３　調査団所見第３　調査団所見第３　調査団所見第３　調査団所見第３　調査団所見（（（（（留留留留留意意意意意事事事事事項項項項項）））））

(1) 今次調査を通じて改めて感じられたことは、コミュニケーション（情報の共有化）の重要

性である。

　右は、単に専門家とC/P間のコミュニケーションにとどまるものではなく、NCC内、NCC

と比国の IT関連機関、専門家チーム内、専門家チームとJICA事務所、専門家チームとJICA

本部、JICA事務所と JICA本部、専門家チームと国内支援機関及び国内支援機関と JICA本

部といったあらゆる関係におけるコミュニケーションについてである。すなわち、本件のごと

きプロジェクトにおいては、情報の伝達先に何らかの情報を伝える際に「一定の予見」をもっ

て連絡するわけであるが、「予見」の前提となる情報量が情報発信者と情報伝達先の間でかな

り差がある場合、必ずしも意図が伝わらず、同床異夢が生じやすいということである。

　具体的に言えば、本件の場合、プロジェクトの協力範囲、技術協力計画（TCP）とPDMの

関係、（JICA本部が言う）「自立発展性」及び右を実現するために長期専門家が果たすべき役

割といった極々基本的な点について、チームとしては、これまでの調査団、派遣前のブリー

フィング、リーダー会議及び調整員会議等の場を通じて説明しており、理解を得ているとの前

提で当初協議を進めようと考えていたところであったが、NCCのみならず専門家チームとも

温度差があることが協議の過程で明らかになったため、改めて右を含めたプロジェクトの基本

概念について、チームの構成員も含めプロジェクト関係者の理解が共通となるよう、１つ１つ

考え方を確認する形（＝共通認識の醸成）で協議を実施した。

　このためもあり、NCC側及び専門家チームにかなりの資料を事前に準備していただいてい

たところではあったが、例えばPOを始めとする今後の協力計画については日・比双方で簡単

に方向性を確認したものの、詳細については今回形成された共有認識を踏まえて改めてプロ

ジェクト（＝長期専門家及びC/P）で検討した後、８月末をめどに再提出いただくこととした

ものである。

(2) 上記次第にかかわらず、前述及びミニッツにも記載したとおり、プロジェクトの技術移転

については、主に長期専門家及びNCC側の尽力の結果ではあるが、当初目標とされていた４

つの研修コースが新設され、複数回にわたり開催され、受講生からも好評を博していることが

確認され、先方のC/Pの転職・異動、右に伴う人材不足及び昨今の通貨危機による予算不足と

いった点を補ってあまりある形で非常に順調に伸展しているといえる。

(3) プロジェクトの成功にとって不可欠である「ヒト」については、事前の準備に始まり、調

査団滞在期間中もトパシオ長官代行以下先方幹部は連日勤務時間を超えて真摯に対応してくれ

たところではあり、さらにこれまで同床異夢であった点や調査団からの提言についても具体的

に他のプロジェクトの事例を質すなど積極的な姿勢を見せてくれたことからも、今後もC/Pの
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転職・異動が懸念されるものの、一定の期待はできるといえる。

　ただし、ITという分野の特性から他の分野にも増して官民の給与格差が大きいため、欠員

がシニアスタッフであればあるほど補充が問題となっており、右が長官ポストが１年以上空席

になっている主たる理由となっていること、一方、比政府として ITの重要性は理解している

ものの、右を維持・発展させていくために政府が負担すべき費用を含めた果たすべき役割に関

する理解は十分でないため、今後、NCCが「ITの重要性の伝道者（Advocator）」として国会

議員や政府高官の理解を含めていく必要があるが、係るロビー活動は比国ではしかるべき男性

がやるものであり、現行の体制では限界がある旨、（女性である）トパシオ長官代行自らの口

から協議の過程で発言があったことは日本側として留意しておく必要があろう。

(4) もう１つ重要な要素である「予算（カネ）」については、今次の通貨危機の影響もあり、今

年度（1998年度）については当初予算額からかなりの額が削減されていたが、係る状況下で

我が方が供与したコンピュータに関する定期保守契約について1,200万円の予算が措置され、

既に富士通フィリピンとの間で契約も締結されたことが確認できたこと、さらに来年度（1999

年度）についても、現在、予算管理省（DBM）との協議を了しており（注：日本でいうとこ

ろの政府原案の一歩手前の状態と考えられる）、NCCが国家事業として実施している２案件の

うち、本件については要求額の半額しか認められなかったものの、もう１つの案件について

は、1998年度にCapital Outlay（いわゆる資本財購入・調達及び建設費のための予算、JICA

の出資金等施設整備費に近いもの）が認められているにもかかわらず、皆減となっていること

を考えあわせると、DBMを含めた先方関連機関の本プロジェクトに関する期待（関心）をう

かがい知ることのできる証左ともいえ、今後に期待が持てるところである。

(5) 「資機材（モノ）」については、上述のとおり、予算状況が厳しいにもかかわらず定期保守

契約への予算が措置されており、かつ、既供与機材についても協力期間中の大規模なバージョ

ンアップは予定されていないことから、今後は協力期間終了を念頭において将来のバージョン

アップをどのように実施していくか、プロジェクト（＝長期専門家及びC/P）の中で予算要求

の仕方をも含めて中期計画の策定を行っていくことが望ましい。

　また、バージョンアップの後、所期の目的を果たしたPCについては、資産の管理替えにつ

いてNCC内の一定の手続きを踏んだ上で、他の部局で有効活用が図られていたところ、チー

ムより、今後も係る体制を維持して欲しい旨、発言したところである。

(6) 今後は、協力期間終了を念頭においてプロジェクトの自立発展性をいかに確保していくか

という点に焦点があてられることになる訳であるが、実施に向けて以下の点に留意すべしと考

えるところ、右を記載し、以上をもって所見と致したい。

１）プロジェクト後半期における長期専門家とC/Pの関係

　専門家チームとしては、４つの研修コースの開催のめどがついた昨年度（1997年度）後
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半から（C/Pに明確な形で指示することなく）C/Pの自主性を重んじる形で自立発展性を確

保しようと対応してきたところである。

　しかしながら、本件の場合、C/Pが他の業務を兼務しているため、結果としてC/Pのプロ

ジェクト活動に対する関与も少なくなり、長期専門家が直接C/Pを指導する時間も減ってし

まったことから、NCCの幹部がプロジェクトの技術移転活動が低下しているとの印象を抱

いていたことがチーム単独の幹部インタビューで確認された。

　このため、合同調整委員会前日のNCCとのWrap-Up会合の席上で、チームからNCC側

に対し、専門家チームの上記考え方を説明するとともに、専門家チームとしては残りの協力

期間の活動計画の策定済であるものの（注：概要については同会合の席上で、各長期専門家

より先方に説明済）、自立発展性を考えるとまずC/Pを含めたNCC側が自らの課題として

考えるべきものであり、早急に右を行い、長期専門家案との擦り合わせを実施した上で８月

末までに我が方に送付するよう依頼した。

　さらに、この関連で、すべての長期専門家の任期が協力期間終了まで自動的に延長される

わけでなく、延長はむしろ長期専門家が何を担うのかという点にかかっている旨をも説明し

た。

　NCC側もこれを理解し、前述のとおり８月までにプロジェクト（＝長期専門家及びC/P）

案を提出することとなった次第であるが、引き続きフォローしていく必要がある。

　また、新規案件については、計画策定の段階からプロジェクト後半期の長期専門家の位置

づけについては先方に十分説明してきているが、具体的な方法論については本件のごときオ

ンゴーイングの案件から実例を今後抽出していく必要がある。

２）各種計画管理表と実際の技術移転活動のリンケージ（TCPとPOの関係）

　今次調査を通じ、本プロジェクトにおいては、PDM、TCP、POが実際の技術移転活動の

場では直接的には活動されてこなかったことが確認された。

　その原因としては、例えば、TCPについていえば、R/Dの基本計画（マスタープラン）に

記載されているプロジェクト目標（高度な IT教育・研修プログラムが PSDIにて提供され

る）が達成された具体的な状態は、プロジェクトの協力期間終了時点で「PSDI（のカウン

ターパート）が、ニーズに対応した新しい研修コースを計画（開発）し、運営（実施）する

能力を備えている」ではなく、むしろプロジェクト（長期専門家及びC/Pを含めたNCC側）

においては「４つの研修コースを新設すること」というように解釈され、プロジェクトの技

術移転は（現行の移転対象となっている技術を体系化した）TCPに沿ってではなく、４つ

のコースの開発に際し、必要な技術を移転するという形で実施されていたことにあると考え

られる。

　また、PDM、POについては、本件が当部において現地ワークショップを実施する形で
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PDM導入した第１号案件であり、現在、実施しているワークショップ後のPDMのフィー

ジビリティの再吟味を経ずしてPDMが確定され今日に至ったこと、一方、プロジェクトで

のPDMの活動についても、終了案件を通じてようやくケーススタディが進み、具体的な作

成・活用指針を提出できるようになってきたところであり、結果として活用ないし作成が

滞っていたというのが実態のようである。

　いずれにせよ、現在ではPDM及び評価５項目並びにTCP（＝技術移転の達成度の観点）

に基づき終了時評価が実施されるので、本件の場合、その過渡期に計画・実施されたため、

試行錯誤があり、実際の技術移転とは若干離れたところでプロジェクト（＝長期専門家及び

C/P）の協力を必要とするところであるが、評価の（最初の）主体はプロジェクトにあるの

で是非協力をお願いしたいとして、チームより依頼し、プロジェクトの了承を得たところで

ある。

　今後とも、終了時評価に向けて活用・作成状況をフォローするとともに、他のオンゴーイ

ング案件についても上記観点から実状の把握を実施すべきと考える。

　また、現在では、一部の例外を除き、移転対象分野の技術は TCPに記載し、移転された

技術を普及する技術はPOに記載する（本件の場合、IT独自の技術はTCPに整理し、一方、

研修コースの開催に必要な技術（ニーズ調査方法、プレゼンテーションの方法等）はPOに

整理する）といった原則に従っているが、右原則を事前に承知していれば理解の度合いが

違ったとの専門家の意見もあったところ、現在では専門家の派遣前集合研修の当部によるブ

リーフの際に説明するとともに、調整員会議において説明を実施しているところではある

が、今後とも特にオンゴーイング案件に対する右原則の周知に努めるとともに、各オンゴー

イング案件からの報告を踏まえ、原則の最適化も検討していく必要がある。

３）ベースラインデータのフォロー体制の確立

　プロジェクトの実際の担当機関は、実施機関の一部の部局であったり、いわゆる実施機関

に過ぎないため、予算措置や人員配置の権限あるいは政策決定権限がないのがほとんどであ

る。

　最近では、係る状況に対応するため、事前調査・短期調査の時点から、対象分野の政策決

定の方法及び関連機関、実施機関の予算要求の仕組みや人員の雇用条件等のベースライン

データを調査し、案件開始後もその推移をモニタリングするよう依頼してきているところで

ある。

　本件についても、例えば比国のIT政策やNCC全体の予算要求方針及び実態がプロジェク

トの自立発展性に大きく影響を及ぼすことから、特にAdministrationの専門家であるリー

ダー及び調整員を中心にしかるべくフォローするよう、専門家チームに依頼するとともに、

比側に対しても必要な情報（データ）を専門家チームに提供するように依頼した。
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　特にエストラーダ新政権が ITをいかに位置づけるかが、今後の本プロジェクトの自立発

展性に大きくかかわってくると判断されるので、我が方もプロジェクトから適宜情報を入手

して行くべきである。

４）先方のマネジメント体制の強化

　官民給与格差を考えると、今後ともC/Pの転職が続くことが予想され、プロジェクトの自

立発展性の観点からNCC幹部による何らかの対処が必要である。

　チームからNCCに対し、①技術移転内容の文書化、②C/Pのチーム化、③NCC職員の

OB会の設置、④PSDI卒業生の組織化といった提言に加え、協力期間終了後も先方により

順調に運営されているプロジェクトを訪問し、技術面、組織面のアドバイスを得るという技

術交換事業の実施の検討を依頼したところであるが、専門家チームとしても、リーダー及び

調整員が中心となってしかるべくフォローするとともに、右提案に加え、現地の実態を踏ま

えた提案を行いNCC幹部との意見交換を継続していただきたい。

５）プロジェクトの広報

　プロジェクトの広報の重要性については、日・比双方が右を理解し、チームの提案した広

報の手法を含めて、今後積極的に実施すべきであることをミニッツに記載したところであ

る。

　広報の重要性については、リーダー会議や調整員会議の場などを通じ、累次説明している

ところであり、目に見えづらい成果をVisibleなものとするツールとしてパンフレット等は

重要であると考えられるところ、特にリーダー・調整員が中心となって広報資料の拡充など

を通じてプロジェクト広報を推進していただきたいと考える。

　また、現在、PSDIは、歴史が浅いこともあり周知されておらず、右が研修コース参加者

の漸減にも影響していると思われる。この対策としてプロジェクトにおいては、プロジェク

ト終了後の自立発展性を確保する観点からも、あらゆる通信媒体を利用して、我が方の技術

移転とタイアップしたり、あるいは、NCCの地方支部を活用し、地方展開をも実現すると

いった形で、より効果的な広報を検討していくべきと考える。さらに、今回、合同調整委員

会の後、PSDI側により実際に教室を使用して研修コースのデモンストレーションが行われ、

同委員会のメンバーの１人であるフィリピンソフトウェア協会からの参加者から大変興味あ

る内容であるという感想と、このような内容であればもっと参加者が集まるのではないかと

の感想が述べられたところ、かかるデモンストレーションを例えばTVなどで取り上げても

らうような努力をすることも必要であろう。

　また、本調査の後、訪問した「金型技術向上プロジェクト」の専門家との意見交換を通じ、

PSDIが、例えばマニラ周辺で JICAが実施しているプロジェクトの管理部門のC/Pに対し

（各プロジェクトにおける機材管理台帳、同窓会名簿、顧客リスト等を作成・整理するため
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の）表計算ソフトやデータベースソフトの研修及び（広報用資料作成等を目的とする）マル

チメディアの研修を実施することは、PSDIにとっては顧客が開拓でき、かつ、自己収入が

確保できるというメリットがあるのみならず、各プロジェクトにとっては各種資料のフォー

マット化が促進され、マネージメント体制の強化に役立たせることができるというメリット

もあることから、積極的に検討していただきたいと考える。

６）通貨危機の影響

　今回の調査を通じ、通貨危機の影響があるにもかかわらず、比側は機器のメンテナンス費

用（1,200万円）を確保し、自助努力を続けているところである。

　我が方としては、比側の自助努力を尊重するとともに、右を側面から助長する形でプロ

ジェクトチーム（＝専門家及びカウンターパート）から提出越される予定のローカルコスト

支援の要望については可能な範囲で対応すべきと考える。
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第４　技術移転の進捗状況と今後の計画第４　技術移転の進捗状況と今後の計画第４　技術移転の進捗状況と今後の計画第４　技術移転の進捗状況と今後の計画第４　技術移転の進捗状況と今後の計画

　本プロジェクトにおいては、技術協力計画（TCP）に記載された５つの技術移転に沿って、こ

れまで順調に技術移転が進められており、今後、専門家の評価をベースにして、まだ目標レベル

に達していない部分を注意に、活動計画が作成されることとなる。

　なお、技術移転の具体的な活動としては、主に次の３つの方法が取られてきた。

①当初予定された４つの研修コース（APC、CTSAD、ITCDD、ISPMの各研修コースの概

要は下記4-2(1)参照）の企画、開発及び実施

②実習教室の環境設定（機材の据付、アップグレード及びトラブル対応等）

③主要な IT関連技術に関する知識付与及び情報提供

４－１　技術移転項目ごとの進捗状況

(1) 概要

１）情報処理技術カリキュラム開発方法論

①APC、STSAD、ITCDD、ISPMの各研修コースの開発、実施及び改善の各作業を通じ

て、随時、C/Pに必要な技術が移転された。

②特に、プロジェクトの立ち上がり時期には、ドキュメントの標準化や教材、インストラク

ターの品質向上に重点が置かれた。

③また、C/Pによるコース開発が本格化した1996年度第１四半期に、C/Pに対するカリキュ

ラム開発の研修が実施され、また、各研修コースの開発が一巡した1997年度第３四半期

にコース体系構築の研修が実施された。

２）データベースシステム

①APC、CTSADの両研修コースの実習環境の作成、機材の据付及びアップグレードに伴う

動作確認及びテスト、並びにデータベースの障害対応等の作業の支援を通じて、随時、

　C/Pに必要な技術が移転された。

②また、SQL Server及びORACLEデータベースについて、C/Pに対する研修が実施され

た。

３）コンピュータネットワーク

①PSDIのネットワーク環境の作成や変更、機材の据付及びアップグレードに伴う動作確認

及びテスト、並びにハードウェア及びソフトウェアの障害対応等の作業の支援を通じて、

随時、C/Pに技術が移転された。

②また、Windows NT及びNet Wareについて、C/Pに対する研修が実施された。
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４）システム分析と設計方法論

①APC及びCTSADの両研修コースの開発、実施及び改善の作業の支援を通じて、随時、

　C/Pに必要な技術が移転された。

５）プロジェクトマネージメント

① ISPM研修コースの開発、実施及び改善の各作業の支援を通じて、随時、C/Pに必要な技

術が移転された。

②また、教材及びインストラクターの品質管理についても、技術移転が行われた。

(2) 年度別推移

１）1995年度

移転項目
第１四半期
（４－６）

第２四半期
（７－９）

第３四半期
（10－12）

第４四半期
（１－３）

Ａ．
情報処理技術
カリキュラム
開発方法論

なし なし ・APC コースの開
発

・教材フォーマッ
トの標準化の指
導

・APC コースの開
発

・ ITCDD コース
の開発

Ｂ．
データベース
システム

なし なし ・データベースの
障害対応

・C/P 向け研修実
施

－MS SQL Server
－ORACLE デー
タベース

・ORACLE デー
タベース負荷テ
ストの実施

・データベースの
障害対応

Ｃ．
コンピュータ
ネットワーク

なし なし ・C/P 向け研修準
備

－Windows NT
－NetWare

・C/P に対する研
修実施

－Windows NT
－NetWare
・95 年度供与機材
のインストー
ル、テスト

・ハード／ソフト
の障害対応

Ｄ．
システム分析
と設計方法論

なし なし ・APC コースの開
発

・APC コースの開
発

Ｅ．
プロジェクト
マネージメン
ト

なし なし なし なし



－－2222 －－

２）２）19961996年度年度

移転項目
第１四半期

（４－６）

第２四半期

（７－９）

第３四半期

（10－12）

第４四半期

（１－３）

Ａ．

情報処理技術

カリキュラム

開発方法論

・C/P 向け研修実

施

－カリキュラム開

発

・ドキュメンテー

ション技法の指

導

・教材、インスト

ラクターの品質

改善の指導

・APC コースの開

発、実施

・ ITCDD コース

の開発

・教材、インスト

ラクターの品質

改善の指導

・APC コースの開

発、実施

・CTSAD コース

の開発

・ ITCDD コース

の開発

・教材、インスト

ラクターの品質

改善の指導

・APC コースの改

善

・CTSAD コース

の開発、実施

・ ITCDD コース

の開発、実施

・教材、インスト

ラクターの品質

改善の指導

・APC コースの改

善

・CTSAD コース

の改善、実施

・ ITCDD コース

の改善

・ISPM コースの

開発

Ｂ．

データベース

システム

・ハード／ソフト

及びマニュアル

の管理システム

作成

・APC コースの実

習環境作成

・データベースの

障害対応

・C/P 向け研修実

施

－ ORACLE デー

タベース

・Informix 接続テ

ストの実施

・データベースの

障害対応

・CTSAD コース

の実習環境作成

・データベースの

障害対応

・CTSAD コース

の実習環境作成

・データベースの

障害対応

Ｃ．

コンピュータ

ネットワーク

・95 年度供与機材

のテスト

・pc-nfs によるネ

ットワーク管理

・ハ－ド／ソフト

の障害対応

・ Team OFFICE
の イ ン ス ト ー

ル、適用

・CAI 教材の unix
へのインストー

ル、適用

・ハ－ド／ソフト

の障害対応

・Lab#1～#4 のネ

ットワーク接続

形態の変更

・ハ－ド／ソフト

の障害対応

・96 年度供与機材

の イ ン ス ト ー

ル、テスト

・ハ－ド／ソフト

の障害対応

Ｄ．

システム分析

と設計方法論

・APC コースの開

発、実施

・APC コースの開

発、実施

・CTSAD コース

の開発

・APC コースの改

善

・CTSAD コース

の開発、実施

・APC コースの改

善

・CTSAD コース

の改善、実施

Ｅ．

プロジェクト

マネージメン

ト

・ドキュメンテー

ションの指導

・品質管理の指導

・品質管理の指導 ・品質管理の指導 ・品質管理の指導

・ISPM コースの

開発
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３）1997年度

移転項目
第１四半期
（４－６）

第２四半期
（７－９）

第３四半期
（10－12）

第４四半期
（１－３）

Ａ．
情報処理技術
カリキュラム
開発方法論

・APC コースの改
善、実施

・CTSAD コース
の改善、実施

・ ITCDD コース
の改善、実施

・ISPM コースの
開発

・APC コースの改
善、実施

・CTSAD コース
の改善、実施

・ ITCDD コース
の改善

・ISPM コースの
開発、実施

・C/P 向け研修実
施

－コース体系構築
・外部研修機関と
の交流推進

・APC コースの改
善、実施

・CTSAD コース
の改善、実施

・ ITCDD コース
の改善、実施

・ISPM コースの
改善

・APC コースの改
善

・CTSAD コース
の改善、実施

・ ITCDD コース
の改善、実施

・ISPM コースの
改善、実施

Ｂ．
データベース
システム

・購入機材の動作
確認

・データベースの
障害対応

・データベースの
障害対応

・データベースの
障害対応

・データベースの
障害対応

Ｃ．
コンピュータ
ネットワーク

・96 年度供与機材
のテスト

・インターネット
の適用

・ハ－ド／ソフト
の障害対応

・Print Server の
適用

・ハ－ド／ソフト
の障害対応

・Team WAREの
Windows NTへ
のインストー
ル、適用

・ハ－ド／ソフト
の障害対応

・ Wireless LAN
の適用

・ハ－ド／ソフト
の障害対応

Ｄ．
システム分析
と設計方法論

・APC コースの改
善、実施

・CTSAD コース
の改善、実施

・APC コースの改
善、実施

・CTSAD コース
の改善、実施

・APC コースの改
善、実施

・CTSAD コース
の改善、実施

・APC コースの改
善

・CTSAD コース
の改善、実施

Ｅ．
プロジェクト
マネージメン
ト

・ISPM コースの
開発

・ISPM コースの
開発、実施

・ISPM コースの
改善

・ISPM コースの
改善、実施
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４）1998年度

移転項目
第１四半期
（４－６）

第２四半期
（７－９）

第３四半期
（10－12）

第４四半期
（１－３）

Ａ．
情報処理技術
カリキュラム
開発方法論

・APC コースの改
善、実施

・CTSAD コース
の改善

・ ITCDD コース
の改善、実施

・ISPM コースの
改善、実施

Ｂ．
データベース
システム

・データベースの
障害対応

Ｃ．
コンピュータ
ネットワーク

・96 年度供与機材
のテスト

・ハ－ド／ソフト
の障害対応

Ｄ．
システム分析
と設計方法論

・APC コースの改
善、実施

・CTSAD コース
の改善

Ｅ．
プロジェクト
マネージメン
ト

・ISPM コースの
改善、実施
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４－２　研修コースの開発及び実施状況４－２　研修コースの開発及び実施状況

(1) (1) 研修コースの概要と開発状況研修コースの概要と開発状況

(2) (2) コース実施実績コース実施実績

　これまでに実施された以下の　これまでに実施された以下の1)1)～～4)4)の各研修コースについて、の各研修コースについて、受講生による研修コースの受講生による研修コースの

評価が、評価が、以下のとおり行われた。以下のとおり行われた。

①各受講者に対し、①各受講者に対し、各モジュールごとに次の５段階で評価させる。各モジュールごとに次の５段階で評価させる。

　　ExcellentExcellent：：５、５、Very goodVery good：：４、４、GoodGood：：３、３、FairFair：：２、２、PoorPoor：：１１

②続いて、②続いて、各モジュール及び各コースにおける受講生評価の平均を取り、各モジュール及び各コースにおける受講生評価の平均を取り、次の５段階で表示次の５段階で表示

する。する。

　　ExcellentExcellent：：5.00-4.315.00-4.31、、Very goodVery good：：4.30-3.514.30-3.51、、GoodGood：：3.50-2.713.50-2.71、、

　　FairFair：：2.70-1.812.70-1.81、、PoorPoor：：1.80-1.001.80-1.00

コース名 概　　　要 開発期間

１）Advanced
Programming
Course
(APC)

　クライアント／サーバ環境下でのアプリケーションシステム

開発の技術を、システム開発の各工程に沿って指導する。

　また、コースの中では、クライアント／サーバ技術、オープ

ンシステム技術、オブジェクト指向技術についても説明する。

1995 年 10 月

～1996 年６月

２）

Case Tool-
based
System
Analysis and
Design
(CTSAD)

　システム分析／設計の分野の新しい技術である CASE*ツー

ル及び RAD**適用方法を指導する。

　また、コースの中では、システム分析／設計の基本知識につ

いても説明する。
CASE*: Computer Aided Systems Engineering
（コンピュータによるシステム開発支援）

RAD**: Rapid Application Development
（短期システム開発手法）

1996 年７月

～1996 年 11 月

３）
IT Curriculum
Design and
Development
(ITCDD)

　IT*研修コースを開発、実施方法をニーズ分析、コース設計、

教材開発、実施、評価の各工程に沿って指導する。

　また、オーサリングツールを使用した CAI**教材の作成方法

も指導する。

IT*: Information Technology
CAI**: Computer-Assisted Instruction

1996 年１月

～1996 年 10 月

４）

Information
System
Project
Management
(ISPM)

　中、大規模のシステム開発プロジェクトにおける、プロジェ

クト開始からシステムの完成までのプロジェクトマネージャー

の役割を指導する。

　また、プロジェクト管理ツールの適用方法についても指導す

る。

1997 年１月

～1997 年８月
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１）１）Advanced Programming Course (APC)Advanced Programming Course (APC)

２）２）Case Tool-based System Analysis and Design (CTSAD)Case Tool-based System Analysis and Design (CTSAD)

３）３）IT Curriculum Design and Development (ITCDD)IT Curriculum Design and Development (ITCDD)

４）４）Information System Project Management (ISPM)Information System Project Management (ISPM)

評　　　　　価コース
コード

実施期間
受講
者数 全　体 第１課 第２課 第３課 第４課 第５課 第６課

APC 96-01
96. 6. 24
～96. 8. 21 14 Very

Good
Very
Good

Very
Good

Very
Good N/A N/A N/A

APC 97-01
97. 4. 7
～97. 6. 4 9 Good Good Very

Good Good N/A N/A N/A

APC 97-02
97. 7. 14
～97. 9. 1 15 Good Good Good Good N/A N/A N/A

APC 97-03
97. 10. 27
～97. 12. 16 21 Very

Good
Very
Good

Very
Good

Very
Good N/A N/A N/A

評　　　　　価コース
コード

実施期間
受講
者数 全　体 第１課 第２課 第３課 第４課 第５課 第６課

CTSAD 96-01
96. 12. 2
～97. 2. 3 3 Excel-

lent
Very
Good

Excel-
lent N/A N/A N/A N/A

CTSAD 97-01
97. 6. 2
～97. 8. 4 3 Very

Good
Very
Good

Very
Good N/A N/A N/A N/A

CTSAD 97-02
97. 11. 17
～98. 1. 20 8 Very

Good
Very
Good

Very
Good N/A N/A N/A N/A

評　　　　　価コース
コード

実施期間
受講
者数 全　体 第１課 第２課 第３課 第４課 第５課 第６課

ITCDD 96-01
96. 11. 5
～96. 12. 18 15 Very

Good
Excel-
lent

Very
Good

Very
Good

Very
Good

Very
Good

Very
Good

ITCDD 97-01
97. 5. 5
～97. 6. 16 9 Very

Good
Very
Good

Very
Good

Excel-
lent

Very
Good

Excel-
lent

Very
Good

ITCDD 97-02
97. 10. 6
～97. 11. 18 12 Very

Good
Very
Good

Very
Good

Excel-
lent

Very
Good

Excel-
lent

Very
Good

ITCDD 98-01
98. 4. 27
～98. 5. 29 11 Very

Good
Very
Good

Very
Good

Very
Good

Very
Good

Excel-
lent

Very
Good

評　　　　　価コース
コード

実施期間
受講
者数 全　体 第１課 第２課 第３課 第４課 第５課 第６課

ISPM 97-01
97. 9. 1
～97. 9. 19 21 Very

Good
Very
Good

Excel-
lent N/A N/A N/A N/A

ISPM 98-01
98. 4. 13
～98. 5. 6 14 Very

Good
Excel-
lent

Very
Good N/A N/A N/A N/A
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４－３　今後の計画

　今後は、核技術移転項目の中で、目標レベルに達していない項目（巻末資料２参照）を中心に

技術移転活動を実施する予定である。

　なお、専門家チームによる技術移転項目ごとの今後の技術移転計画については、原案が作成さ

れており（巻末資料３参照）、今後C/P側との調整を経て1998年８月末までに最終的な取りまとめ

結果が提出されることとなった。

　その際、既存の４つの研修コースに加え比側が新たに開発を予定している以下の４つの研修コー

スの開発、実施に係る作業を通じて、移転された技術を確実に定着させることとなった。

　　・「Managing with Internet Course」

　　・「Multimedia Title Development Course」

　　・「Local Area Network Installation Course」

　　・「Database Administration Course」



付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

１．協議議事録（M/D）

２．技術移転項目の詳細と評価

３．今後の技術移転計画

４．プロジェクトの全体スケジュール

５．技術移転項目、PDMの活動項目及び研修コースの関係

６．PSDI及びNCIの研修コース実施スケジュール

７．PSDI及びNCIの研修コース実施結果

８．PSDI及びNCIの研修コース対照表

９．NITC設立に係る大統領令

10．略語集



１．１．１．１．１．協議議事録協議議事録協議議事録協議議事録協議議事録（（（（（M/DM/DM/DM/DM/D）））））









































































































































２．２．２．２．２．技術移転項目の詳細と評価技術移転項目の詳細と評価技術移転項目の詳細と評価技術移転項目の詳細と評価技術移転項目の詳細と評価

















































３．３．３．３．３．今後の技術移転計画今後の技術移転計画今後の技術移転計画今後の技術移転計画今後の技術移転計画













４．４．４．４．４．プロジェクトの全体スケジュールプロジェクトの全体スケジュールプロジェクトの全体スケジュールプロジェクトの全体スケジュールプロジェクトの全体スケジュール





５．５．５．５．５．技術移転項目、技術移転項目、技術移転項目、技術移転項目、技術移転項目、PDMPDMPDMPDMPDMの活動項目及び研修コースの関係の活動項目及び研修コースの関係の活動項目及び研修コースの関係の活動項目及び研修コースの関係の活動項目及び研修コースの関係





６．６．６．６．６．PSDIPSDIPSDIPSDIPSDI及び及び及び及び及びNCINCINCINCINCIの研修コース実施スケジュールの研修コース実施スケジュールの研修コース実施スケジュールの研修コース実施スケジュールの研修コース実施スケジュール







７．７．７．７．７．PSDIPSDIPSDIPSDIPSDI及び及び及び及び及びNCINCINCINCINCIの研修コース実施結果の研修コース実施結果の研修コース実施結果の研修コース実施結果の研修コース実施結果











８．８．８．８．８．PSDIPSDIPSDIPSDIPSDI及び及び及び及び及びNCINCINCINCINCIの研修コース対照表の研修コース対照表の研修コース対照表の研修コース対照表の研修コース対照表







９．９．９．９．９．NITCNITCNITCNITCNITC設立にかかる大統領令設立にかかる大統領令設立にかかる大統領令設立にかかる大統領令設立にかかる大統領令
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